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1 .はじめに

日本の大学進学率は，戦後，上昇を続けてき

たが， 1970年代からの停滞期を経て， 1991年の

大学設置基準の大綱化に伴う大学の量的拡大ω

以降，大学進学率が上昇し2015年の白本の 4年

制大学進学率は， 51.7% (2)となっている。高等

教育の発達段階について検討を行ったマーチ

ン・トロウ (1976)は，進学率が50%を超えた

段階をユニバーサル型と呼び，その段階では高

等教育機会が万人の義務であるとしている。

高等教育機会について検討が求められる理由

は， r子どもの権利条約J，r日本国憲法」といっ

た法的根拠に基づく機会の公平性があげられる。

加えて，矢野 (2015) は，大学教育を受けるこ

とによる，個人の収入の上昇，その個人の税収

としての政府の歳入の増加，大卒者の知識や技

能の高卒者への共有などの社会全体への利益が

あることを指摘している。このように機会の公

平性だけでなく，社会の効率性の観点からも大

学教育機会が重視され，大学教育機会がユニバ

ーサル型の段階に転回する中でも，現代の日本

においては，大学進学率の男女格差，地域格差，

所得措層格差が見られるように，すべての人に

大学教育機会が開かれているとはいえない。

例えば，所得階層格差について小林 (2008)

は，高等教育(大学・短大・専門学校)進学率

は所得が高いほど高く，特に私立大学進学率に

関しては，家計所得1000万円以上の高所得者層

で44%であるのに対して， 400万円以下の低所

得者層では22%と大きな差があることを報告し，

筑波大学大学院 人関総合科学研究科

ヒューマン・ケア科学専攻

津多成輔

教育機会に差があることを指摘している。

また，男女格差については2015年の 4年制大

学進学率が，男子 (55.6%)，女子 (47.6%)で

あり男子は女子の1.17倍となっている。その変

化を経年的に見ていくと 近年その差は縮小傾

向にある。ただ，都道府県別にみると兵庫県で

は男子 (57.5%)，女子 (52.1%)で男子は女子

の1.10倍，和歌山県では男子 (45.5%)，女子

(37.9% )であり男子は女子の1.20倍となり地域

差が見られる。

ただし，男女差が見られるといってもすべて

の女子が進学しないわけではない。本稿はこの

ような男女別・都道府県別の大学進学率の推移

を踏まえた上で，現代において特定の性役割観

を持つ女子の進学の障壁となる地域性を明らか

にすることを通して，大学進学機会の多寡を見

直す契機を提示することを呂的としている。

2.先行研究の検討と課題の設定

2.1.ジェンダー・トラック

中西(1998)は，ジェンダー・トラックを学

業成績に基づくメリトクラティックな要因から

は説明できない，ノンメリトクラティックな要

因であることを指摘した。その上で，学校が性

役割の社会化のエージェントであり，向時に性

役割観に基づいて生徒を選抜-配分する機能を

持つことを明らかにしている。ジェンダー・ト

ラックに関する研究は，他にも複数あり，天野

(1988) や笹原 (1999) も学校教育が生徒をそ

れぞれの性役割観に沿う形で社会化していくこ

とを指摘している。

ジェンダー-トラックの研究は学校が生徒を

社会化した結果，女子特有の進路選択原理が生
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じることを指摘したものであった。しかし，尾

嶋 (2002)や片瀬 (2005)などをはじめとする

近年の研究では，大学進学率の男女差は縮小額

向にあることを踏まえた上での様々な検討によ

って，進学を規定する要因の基盤構造に，男女

間の差異がなくなってきており， I成績原理」が

男女共通の進路選択原理となりつつあることを

指摘している。

これらの研究が大枠として，男女の進路選択

の共通化を示唆しているが，その進行の背景に

ついては，全体の進学率の上昇による業績主義

の浸透という言及に留まっている。しかしなが

ら，その背景を議論する上では，男子の進路選

択原理である業績主義の浸透という視点のみな

らず，これまで報告されてきたジェンダー・ト

ラックに代表される女子特有の進路選択原理が

どの程度，解消されているかという視点は必要

であろう。

2.2.地域とジェンダー・トラック

男女間の進学率の差が依然として存在する地

域があるように，地域性はジェンダー・トラッ

クに関わる重要な要因であることが推察される。

有海 (2011)'は進学校生徒を対象とした調査

の分析結果をもとに，地方に居住かっ女子であ

ることは，難関大学への志向に負の影響を及ぼ

すとしている。つまり，中央都市部。)では，女

子であることが難関大学志向に影響を及ほさな

いのに対して F 地方では進学校に入学した女子

であっても女子であることが難関大学への進学

希望のi草壁となり得るということである。

また，平尾 (2005)や小林 (2008)は， 日本

の親の教育投資額は息子より娘の方が小さくな

る{頃向があることを報告している。また，佐々

木 ~2006) は都道府県別の自県収容率ゆと大学

進学率の地域格差について検討を行った結果，

女子の進学率には女子の収容率が影響している

ことを指摘している。

先取する形になるが，本稿に関連する調査の

対象者である和歌山県の高校生の進学先・就職

先の希望地(表 1)を見ても，女子にとって自

県である和歌山県および近隣の近畿圏に位置す

る都道府県が男子と比較して進学先・就職先の

希望地として選択されていることが分かる。

これらを踏まえれば，大学進学において自宅

外通学を要請されるような地域では，下宿代等

の間接費用がかかるため，授業料等の直接費用

が相対的に小さい短大や専門学校といった教育

機関が選択されやすくなることや進学が断念さ

れることが考えられる。

2.3.課題の設定と研究方法

以上を整理すると，当初のジェンダー・トラ

ックは性役割観に基づく進路選択原理の議論で

あったが，近年では性役割観に関わらず，教育

投資額など女子全体にとっての障壁をジェンダ

ー・トラックとして議論しているとまとめられ

る。

本稿では，これらの性役割観と女子全体にと

っての障壁というこつの議論の関連を検討する

ことによって，ジェンダー・トラックに関わる

議論を精綾化する口言い換えれば，性役割観に

基づく進路選択原理はどのような状況において

顕在化するのかを明らかにする。

先行研究を踏まえると，ジェンダー・トラッ

クが生じる諸条件を検討する上で，地域(むとい

う要因は重要な説明要因になり得ると考えられ

る。そこで，本稿では自宅通学の可/不可を規定

する大きな要因となる大学との物理的距離が大

きい地域に居住する女子の大学進学意識を分析

する。具体的には，次の 2点の課題を設定した。

1点目の課題は，特定の性役割観と自宅通学

を重視する傾向の関係について検討することで

ある。 2点目の課題は， 1つ自の課題の結果を

踏まえて，自宅通学の障壁としての大学との物

理的距離に着目し，それが特定の性役割観を持

表 l 調査対象者の進学先・就職先の希望地
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つ者にとってどの程度障壁となり得るのかにつ

いて明らかにすることである。

そこで， 3節ではまずマクロな統計資料 (1学

校基本調査J)から進学率・収容率などの男女時

差についての量的な検討を行う。この検討を通

して，教育機会が男女間格差に及ぼす影響の現

状を概観し，ジェンダー・トラックが生じやす

い地域を明らかにする。

これらの結果を踏まえた上で， 4節では男女

間格差が見られる地域の高校生に対する質問紙

調査の結果から，現代における性役割観による

ジェンダー・トラックが生じる条件を検討する。

3.女子の進学機会の概観

本節では，地域という要因に着目する上でマ

クロな統計資料 (1学校基本調査J) を用いて，

経年変化から男女間の進学率の差が存在する地

域を探索し，それらの地域の傾向を分析する。

3.1.量的検討に用いるデータと方法

大学進学機会と地域性の関係について検討す

る上で，長期的に見て 4年制大学の量的拡大が

女子の 4年制大学進学率に及ぼす影響を検討す

る必要がある。そこで，佐々木 (2006) を参考

に収容率に着自し， 4年制大学進学率の変化を

分析する。佐々木は都道府県別の収容率をもと

に男女別，地域ブロック別に検討した結果，女

子収容率が女子の進学率に影響することを示唆

しているが，その分析は，女子収容率に着目し

ているために，その結果にはややトートロジー

的な側面が内包されている。つまり，女子の収

容率自体が当該地域の大学の女子入学者数を前

提としている以上，そこには進学する/しないを

含めた進路選択の結果を含むために，収容率と

進学率の相関が高くなることは当然ということ

である。これらの分析上の問題点を解消するた

めに，本稿では男女を含めた一般的な収容率に

着目し，都道府県別に分析をおこなう。

収容率は特定の地域の18歳人口に対する当該

地域の大学の入学者数であるために，この割合

が大きいほどその地域(都道府県)の 1人あた

りの定員数が大きくなることを示している。つ

まり，収容率は自県内で進学できる座賭数の拡

大の指標である。

加えて，本稿では都道府県別の大学数に着目

する。都道府県加の大学数は，自宅通学可能な

大学数の代理指標だと捉えることができる。つ

まり，収容率が河じであったとしても，大学数

が少ないよりも大学数が多い方が自宅通学の可

能な選択肢の幅が広がることが考えられる。

以上の分析を行う上で本稿では「学校基本調

査jの「状況別卒業者数J，IHj身高校の所在地

県加入学者数J，1都道府県別学校数及び学生数J
を舟いる。当然ながら進路選択において，すべ

ての女子が性役割観による障壁があるわけでは

ないこと，つまり個々の性役割観に関するデー

タは得られないことには留意する必要がある。

しかしながら，全!i1的なデータを用いて一定の

傾向を見られるのかを検討することには大きな

意義があるため，限界性に留意しつつも， r学校

基本調査jのデータを採用する。なお，本稿で

用いる指標の定義は以下の表 2にまとめた。

3.2. 結果と考察

表 3には， 1975年から2015年の10年ごとの都

道府県別大学数および女子の都道府県別大学

進学率を示した。表 3を見ると愛知県では1975

年から2015年にかけて大学数が23校増加した

のと対応する形で，女子の 4年制大学進学率が

13.5%から48.7%へと35.2ポイント上昇してい

る。これに対して，鳥取県では1975年から2015

年にかけて大学数が2校増加したが，女子の 4

表2 本稿での指標の定義

大学進学率
大学の学部・通信教育部・別科に進学した者(就職進学した者を含む。)

{以下，大学進学者数]/18歳入口

収容率 当該地域の大学への入学者数/同地域の 18歳入口

18歳入 iコ 3 年前の中学校卒業者及び中等教育学校 I~IJ 期課程修了者数

単位揺積当たりの
当該地域の大学数/同地域の面積

」一大学数
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表3 都道府県別大学数および女子の都道府県別大学進学率 (1975年一2015年)

1915年 1985 &:i三 1995年 2005年 2015年

進学率/大学数、 進学率/大学数 進学率/大学数 進学率/大学数 進学率/大学数

東/T!- 26.6/104 23.0/102 37.4/107 58.9/123 72.7/137 

大阪 17.8/34 13.9/34 21. 1/36 36.6/52 50.1/55 

愛知 13. 5/27 14.1/31 24. 2/37 39.7/49 48.7/50 

兵庫 18. 8/24 18. 3/25 27.2/31 40. 5/38 52.1/38 

北海道 6. 2/19 6. 1/22 13.3/25 24.4/33 34. 6/37 

京都 19.4/22 18.7/24 28. 9/25 48. 3/30 60.2/34 

福岡 10.4/21 12.8/23 23. 3/27 33. 9/31 43.3/34 

埼宝 9.3/10 9. 5/12 16.7/16 33. 5/27 44. 2/30 

神奈川 18.7/16 16.8/18 23.8/22 38. 9/26 50.9/30 

千葉 12.0/9 13.3/10 19.6/23 35. 1/26 46.4/27 

広島 16.8/11 16.7/11 26.3/16 40.2/21 50. 2/20 

新潟 8.0/1 9.0/5 17.6/11 28.3/15 39.8/18 

岡山 17.7/7 19. 1/8 30.2/13 37.1/15 44.0/17 

宮城 10.0/9 11.3/9 17.8/10 31. 1/14 43.6/14 

静岡 11. 5/4 11.4/5 21. 5/8 34.9/14 43.0/14 

群馬 10.9/3 11. 2/5 19.6/5 34.4/14 42.4/13 

石川i 11.3/6 11. 9/6 25.2/8 31.6/11 45.0/12 

岐阜 U.4/6 12.4/7 22. 1/8 32.7/11 41. 7/12 

奈良 14.7/6 16.4/7 25. 6/9 31.6/10 55.1/11 

青森 6.7/5 7.8/6 16.0/7 25. 6/9 34.2/10 

11/1コ 12.3/6 13.2/6 21. 0/7 29. 1/9 34.9/10 
『

長崎 4.8/3 8.3/4 19.4/5 29. 3/9 34.7/10 

茨城 8. 1/4 11. 8/6 20.7/8 34. 3/8 47.6/9 

栃木 9.8/4， 11.7/4 21. 4/7 34. 4/9 45. 2/9 

長野 11. 9/3 11. 0/3 17.9/4 30. 2/7 37.8/9 

熊本 6.8/6 9.0/6 19.2/6 29.1/10 38. 3/9 

福島 7.9/4 9.4/4 17. 8/7 26.4/8 35.0/8 

滋賀 8. 0/2 11. 4/2 20. 4/4 31.9/7 42. 2/8 

沖縄 6.0/4 7.3/3 16.5/5 28. 2/7 35. 1/8 

秋田 8.2/2 10.2/2 17.4/2 26.4/5 35. 1/7 

山梨 12.8/3 11. 6/4 22. 7/6 37.9/9 48.6/7 

三重 11. 3/3 12.9/3 22. 8/6 33. 5/7 40. 8/7 

宮崎 5.9/3 10.4/3 17. 2/6 25.6/7 33.9/7 

山形 8. 4/1 10.5/1 19.7/2 28.4/4 36.6/6 

鹿児島 4. 0/3 14. 8/6 22.0/6 29.2/6 

岩手 7.5/3 9. 1/4 17.2/4 24.2/5 33. 115 

富山 14.0/1 15.9/2 27.5/5 33.7/6 40.4/5 

福井 1l. 2/2 12. 3/3 24.0/4 33.5/4 40. 6/5 

愛媛 12. 9/2 17.8/2 27.9/4 34. 2/5 44.7/5 

大分 8. 5/3 11. 1/4 18.7/4 27. 1/5 33. 0/5 

徳島 15. 13 17.8/4 27.3/4 37.8/4 43. 3/4 

香川 18. 1/2 18.8/3 26.0/3 37.6/4 45.2/4 

和歌山 13. 1/3 13.8/3 20.9/3 32. 0/3 37.9/3 

鳥取 13.7/1 14.2/1 20.4/1 29.5/2 34. 5/3 

!智]知 11. 6/2 13.6/3 18.9/3 31. 5/3 39.9/3 

島根 11.6/2 21. 0/2 28.6/2 35.8/2 

佐賀 6. 6/2 9.7/3 21. 1/: 29.4/2 35.8/2 
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年最IJ大学進学率が13.7%から34.5%へと20.8ポイ

ントの上昇に習まっている。全体的に見ても大

学数が増加した都道府県においては，女子の 4

年制大学進学率の上昇する割合が大きく，逆に

大学数の増加が小さかった都道府県においては

相対的に 4年制大学進学率の上昇の割合が小さ

い傾向が確認できる。

この傾向を統計的に確認するために，表4に

は1975年から2015年のあいだの男女別の都道府

県別の大学進学率の増加分と大学数の増加分，

収容率の増加分，単位面積あたりの大学数の増

加分の相関係数を示した。単位面積あたりの大

学数(当該都道府県の大学数/当該都道府県の面

積)を用いた検討を行う理由は，前述の自宅通

学可能性の議論を踏まえると，都道府県別の面

積を考慮する必要があるためである(ヘまた，

本分析においては比較対象として男子の検討も

行った。

表 4の結果を見ると，女子の 4年寄IJ大学進学

率の増加分と大学数・収容率-単位面積あたり

の大学数の増加分に正の相関が見られたが，男

子の 4年制大学進学率の増加分に対しては，無

相関であっ t:..o また，互の相関の強さについて

大学数の増加分，収容率の増加分を比較すると，

大学数の増加分の方が女子の 4年制大学進学率

の増加分に対して相対的に強い正の相関がある

ことが示された。

加えて，表 5には1975年から2015年の10年ご

との各年における女子の 4年制大学の進学率と

収容率および大学数の棺関係数(有意確率)を

示した。これらの結果をみるとどちらの相関係

数も 1985年を境に大きくなり， 2015年において

最大となった。

以上の分析より，近年，女子の大学進学率と

収容率，大学数のそれぞれの相関係数が高まっ

ていることから，どちらも女子の進学機会の増

大に寄与し得るものであると考えられる。この

背景には高等教育の大衆化があるだろう。つま

り，先行研究が指摘している進路選択原理の共

通化に伴い，女子特有の障壁が解消されつつあ

るために，単純な定員数の拡大が女子にも寄与

し得るようになったと考えられる。

この結果は，裏を返せば，次の可能性も示唆

している。それは，現代においても 4年制大学

進学においては，女子にとっては自宅通学が重

要視されるため，自宅通学が可能な範囲に大学

がないことは 4年制大学進学の障壁となるとい

うことである。

4.物理的E巨離とジェンダー・トラック

次に，和歌山県に着包し，女子の大学進学意

識を検討することによって，進路選択の内実を

表4 男女別の都道府県別の大学進学率の増加分と

大学数-収容率・単位面積あたりの大学数の増加分(1975年一2015年) (N=47) 

男子進学率

増加分

女子進学率

増加分

収容率

大学数

大学数の増加分 収容率の増加分
単位苦i積当たりの

大学数の:I:f幻JI]分
P8arsonの相関係数 045 192 一.121 

有意確率(両側) 764 197 416 

P8arsonの相関係数 580 362 555 

有意確率 Ciilii1Jl1J) 000 012 。。。

表 5 各年における女子の 4年制大学の進学率と収容率の相関係数

(1975年一2015年) (N=47) 

P8arS0l1の相関係数

有意確率(両側)

P8arson の相関係数

有意確率(両側)
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明らかにし，マクロ統計の分析から得られた仮

説を検証する。

4.1.データの概要

マクロ統計の分析から得られた仮説について

検討を行うために，次の観点から調査対象地を

選定した。まず，第一に自宅からの通学の可/不

可の両者の回答者を一定数得ること，つまり大

学との物理的距離が大きい地域が含まれる都道

府県であること，第二にジェンダーにおける障

壁を検討する上で，男女間における大学進学率

の差が大きい都道府県であることである。 t.:J、上

の観点より検討した結果，代表性がある調査対

象地として和歌山県を設定ゆし「高校生の大学

進学意識に関する調査Jを実施した。

「高校生の大学進学意識に関する調査Jは

2015年 5月から 6月にかけて学校通しの質問紙

調査として実施しt:.o 調査対象者は偏差値55t.:J、

上の進学校に在籍する高校3年生で、あり，有効

回答者数は1572名(和歌山.7校・ 1115名，茨

城・ 1校.138名，静岡.1校・ 282名，長野・

1校 .37名)である。なお，本稿における分析

では，この中から女子でかつ和歌山県の回答者

608名を抽出し分析を行った{ヘ

和歌山県は紀北，紀中，紀南地域の 3つの地

域に区分されるが，調査対象校は，紀北地方に

4校，紀中地方に 3校が所在している。近隣の

大都市である大阪主要部までのおおよその所要

時開は，電車を利用した場合，紀北地方で 1---

2時間，紀中地方で2時階以上となる。

4.2.本データの眼界と留意点

本データを用いる上での分析上の限界点を先

に示しておきたい。それは，調査対象者が進学

校の在籍者であることから，高校のランクの影

響を受けた上での分析にしかなり得ないことで

ある。つまり基礎学力が一定水準以上で、あるた

めに，学業成績が大学進学する/しないの障壁に

相対的になりづらいということである。

また，調査対象地の和歌山県は紀北地域に和

歌山大学，和歌山県立医科大学，高野山大学の

3校があるが，地域内に志望する大学が存在す

る可能性は3 他地域に比べて小さいと考えられ

る。例えば，経済学部を志望する場合，県内に

は和歌山大学以外に選択肢がなく，学カランク

が伴わない場合には県外大学への志望変更，つ

まり自宅外通学を余儀なくされる場合が多いと

考えられる。

4.3.変数の設定

本稿では，ジェンダーに着目した分析を行う

ために，調査対象者の持つ性役割観を把握する

必要がある。そこで，女性は「家庭的役割j，男

性は IJ臨業的役割」といった家父長制に根差す

ような伝統的な性役割観を把握する変数を以下

のように設定したヘ「次の事柄は誰の役割だと

思いますかJという間いについて「家庭的役割」

の質問項目である f食事の準備をすること j，

「家の掃除をすることj，1洗濯をすることj，1-自

用品の買い物にでかけることj，1子どもの世話

をすることj，1育児休暇をとることj，1身内の

介護をすることj，r近所付き合いをすることj

で「女性jと回答した者を 1，1どちらもj. 1男
性Jと回答した者を Oとし， 1職業的役割Jの質

問項目である「安定した仕事につくことj，1結
婚しでも仕事を続けることj，1子どもができて

も仕事を続けることjで「男性Jとした者を1，

fとちらもj. 1女性jと回答した者を Oとした上

で，これらの合計を性役割観の指標として用い

た。つまり合計得点が大きいほど，女性は「家

庭的役割j，男性は「職業的役割Jといった認識

が強くなるといえる。なお，本稿では，合計得

点の分散を踏まえて，合計得点が3以上を「伝

統的j群 (N=250)， 2以下を「フリーJ群

(N=346) として分析を行った。

次に自宅からの通学の可/不可に関わる要因

として大学との物理的距離を設定した。大学と

の物理的距離を指標として用いた理由は，距離

によって自宅通学の可能性が異なることに加え

て，それに伴う経済的負担も異なることなどが

あげられるためである。物理的距離に関する変

数は「あなたの自宅からもっとも近い大学(短

大・高専等は除く)まで車で行くとしたらどれ

くらい時間がかかりますか」という項目を用い

て，その移動時間を物理的距離の代理指標とし

て用いた。なお，本稿では物理的距離によって

群分けをし，分析を行ったがその際には，大学
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生の自宅通学の平均時間である56.3分(附を参考

に) 60分未満を自宅通学の可能'控が相対的大き

い「近群J(N=310)) 60分以上を自宅通学の可

能性が相対的に小さい「遠群J(N=247)とし

た。

4.4.分析結果と考察

4.4.1.性役割観の違いと大学進学意識

表 6Vにこは性役害割リ観B別Hの各時期における 4年帝制u j 

大学進学希望の害割リ合を示した (ωl日ω1)

表 6によれば，全体的な傾向として，性役割

観に関わらず中学校，高校と進学するにつれて，

4年制大学進学希望の割合は大きくなる。ただ，

性役割観の違いに着目すると，高 3時点におい

て「フリー」群 (83.8%)が「伝統的」群 (78.0%)

よりも高い割合となっているように) 4年制大

学進学希望の割合については各時期において

「フリーj群が「伝統的j群よりも大きいという

ほぽ一定の傾向が晃られた。

次に 4年制大学進学希望の回答者に対して，

その大学進学理由についての性役割観の各群の

該当度の平均値(あてはまる:4-1 :あてはま

らない)を示した結果が表 7である。

表 7によれば，性役割観の違いに着目すると，

f伝統的j群において「局留の人がみんな行くか

らjなどの他律的な理由が「フリーj群よりも

相対的に該当するという結果となったが) I大卒

の学歴がほしいからJI大卒の方が将来的な収入

が多くなるからJという学歴に関する項目 ωで

差は見られなかった。

表 8には 4年制大学進学希望の回答者に対・し

て，その大学選択基準についての各性役割観群

の該当度の平均鑑(あてはまる:4-1 :あては

まらない)を示した結果を示した。

表 8の結果について 性役割観の違いによっ

て 5%水準で有意差が見られた項呂に着目する

と) I大学院が設置されているJという項目につ

いて「フリーJ群の方が， I伝統的j群よりも該

当する割合が大きかった。また， I自宅から通え

る」という項目に関しては「伝統的J群が， Iフ
リー」群と比較して相対的に該当する都合が大

きいという結果になった。

また，性役割観の各群における自県進学希望

率について検討を行ったところ， I伝統的j群が

52.2%， ，-フリー」若手が49.4-%となっており，

f伝統的j群において自県進学が重視されている

傾向が見られた。このことは，特定の性役割観

表 6 性役割観別の各持期における 4年制大学進学希望の割合

フリー (Aと340-346)

伝統的 (/1と248-250)

勉 将
強来

取貸一
71J:U〉 符 格
し仕 しや

事 た
た r.Y い免し、」

か if'f
か役
ら.lL 

らfふr 

-') 

フリー
3.61 3.43 

(八と289-290)

伝統的
3. 63 3. 35 

( j¥と191-194)

有意確率 815 268 
」一一一

表 7 性役割観別の大学進学理由

身
収大

に 11I高 ほ大
入卒 専

得 自
つ広 しγxx 

がの し1
31
)

た iお
けし、 多方 た的。コ

くが いな し、 fυ1、

た教 い弓止d二

コミ
11寺

い養 かj壁 な将 か1Uf
ら関

{コヵミ る来 ら究
かを

か的 を
;ζ人」

ら
らな

3. 16 3.09 3.03 2. 82 2.66 

3. 09 3. 13 3.08 2. 70 2. 63 

284 589 529 142 650 
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表 8 性役割観別の大学選択基準

資
施

-苦r手 格
ユS又'" 

間専
分攻 免 ~又b 

里子し 言午
G詰

がた が
あい と

カ5

よ
る れ

る
し、

ブジー (八と288-290) 3.62 3. 38 3. 30 

伝統的(昨193-195) 3.63 3. 31 3.27 

有意織率 878 422 673 

総
ぷに〉1、 充奨 大

大
実学 者li

ぽ-:j-手
し金
て制

で
い度 あ

あ るが る
る

フリー 2.53 2.41 2.40 

伝統的 2. 45 2. 50 2. 37 

有意確率 .331 275 

を持つ女子にとって 「自宅から通えるjことは

重要な大学選択基準であることが示唆されたと

いえる。

以上の結果より，女性が「家庭的役割jを担

うという認識を持つ女子にとっても，大学を含

めた高等教育機関に進学することは重要であり，

「女性は『家庭的役割Jを担うので大卒学歴は必

要ないJといった理由から非大学進学を選択し

ていないことが推察される附。では，非大学進

学希望に至る背景要因としては何が考えられる

だろうか。

本稿では，表8の結果の分析より， F伝統的j

群において「自宅から通えるjことが[フリー」

群と比較して相対的に重視されることに着自し

て次節の分析を行う。言い換えれば3 自宅通学

の可/不可が大学進学/91::大学進学の選択に関

連しているのではないかということである。

4.4.2. ジェンダ~X物理的距離

自宅通学の可/不可を決定する喪国として，

通学t時間が関連することは当;然、で、あるがa ここ

では通学時摺を決定する大学との物E理的距離ω

によって調査対象者を分類:し，前述の仮説のも

720 

校 就 入 伝

雰風 充!敵 が試 入 1今n会Jし
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間や 実の あ科 あ試 や
業
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1ヰ-

が守 てめ て
て難 名 カミ

ン いの い1塗 い易 度
よ/守

る支 る抜 る度 が
安

し、 し、
ス 援 方 カミ あ
の が f去 る

3.29 3.28 3.25 3.00 2. 96 2. 77 

3. 34 3.30 3. 35 3. 13 2.94 2.68 

509 762 116 010 837 330 

有 ブ自
親

|き 名 号日又凡 -分
'"ムじー， 教な 置大 サの

フじ

七、 員教 |入
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れ
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2.30 2.29 2.24 2. 09 1. 90 

2. 53 2. 20 1. 97 2. 09 l. 87 

027 227 000 998 655 

と，分析を行う。まず，性役割観の 2群と物理

的距離の 2群で調査対象者を分類したクロス集

計表を表 9に示した。

表 9の結果を見ると，物理的距離の違いによ

って性役割観の群分けの割合に差が見られた。

具体的には遠群において伝統的な性役割観を持

つ者の割合は近群と比較して小さかっt，::.o この

こよは，後に詳細に言及するが，逮群の対・象者

は進学校への進学を選択する時点で大学進学を

前提としている，つまり伝統的な性役割観を持

たない者が棺対的に多く進学校に進学している

ためであると考えられる。

i生次に，物理自的守距離を統制することによつてで，性

f支割観の違いが4年詰制制!日昨Ui吠大学進学希望に及ぼす影

響が変イ化ヒするかどうカか、を検

には層に物浬的距離，行に性役割観，列に各時

表 9 役割観と物理的距離

ブリ- I 伝範的ご

ち主 E引制5.6)I 48. 5出(炉工47)

1:65.2部CIIT159)134. $% (#=85) 
x2とHL35.4， p. =， 0.:0.王

一34-



表10 (物理的距離×性役割観)別の各時期における 4年制大学進路希望

出
向
一
山
内
一
同

二
的
二
一
的

り
一
統
一
リ
一
統

フ
一
伝
一
フ
一
伝

4大→4大

表11 (物理的距離×性役割観)別の進路希望の変化パターン(中学校時→高 3時)

フリー(体156)

伝統的(俳147)

フリー(供159)

伝統的(供85)

60. 4弘

57. 1弘

60.1弘

53.0首

期の 4年制大学進学希望の割合を設定した 3重

クロス表を示した。

表10の結果によれば，遠群においては，表 6

と同様に性役割観の違いによる 4年制大学進学

希望の割合の差が見られた。これに対して，近

群においては性役割観の違いによる 4年制大学

進学希望の割合の差は，高lの段階から見られ始

め，高 3の段階では遠群ほどではないものの一

定の差が見られた。

表10の結果を詳細に検討するために，表1Hこ

は，膚に物理的距離，行に性役割観を設定し，

列に各群内の進路希望の変化パターン(中学校

時→高 3時)の割合を示した。

表11の結果によれば，近群の伝統的な群にお

いて，中学校時に 4年制大学を志望し，高 3特

に4年制大学以外を志望していることを意味す

る 14大→ 4大以外Jのパターンの占める割合

が他の群と比較して大きいことが示された。こ

の結果は，近群の伝統的な群においては，中学

においては 4年制大学を志望していたにもかか

わらず，進路選択が具体化する高 3に近づくに

つれて，進路を変更しているといえる。これに

対して遠群の伝統的な群においてはこの状況は

見られない。

これらの結果を総合すると表10の結果の背景

には次の状況が推察される。まず，物理的距離

の近群，逮群に関わらず，伝統的な性役割観を

持つ群においては，自宅通学が重視される傾向

にある。ただし，近群においては中学校段階で

は身近な大学が存在するために 4年制大学を進

4大→4大以外 4大以外→4大

5. 8見 22.1覧

12.2先 19.7覧

5.7% 25.3弘

7. 1弘 25. 3話

路希望として選択する。しかしながら，進路選

択が具体化する高 3の段階が近づくにつれて，

今回の調査対象地のように大学の数が少ない地

域では，大学が近くにあったとしても自らの学

カランクや志望する学部に一致する選択肢が通

学圏内になくなる可能性が高い。具体的に村山

(2007) は，面立大学が当該地域の大学入学定

員の多くを占める地域においては，供給される

大学教育機会の選抜度が相対的に高いため，大

学進学を断念するまたは，県外移動を余儀なく

される場合があることを指摘している。しかし

ながら，伝統的な性役割観を持つ群においては，

表8に示したように自宅通学が重視されるため

に，その結果として進路選択に変更を迫られる

可能性があると考えられる。これに対して，遠

群においては，そもそも中学校段階においても

大学へ進学することと自宅外通学は同値である

ために，進路選択が具体化する高 3段階に近づ

いても近群のような変化は見られないというこ

とである。

以上の結果より，性役割観の違いによる 4年

制大学進学希望への影響は，大学から物理的距

離が大きい群において顕著に見られる。この結

果は前項の結果より得た仮説を裏付けるといえ

る。つまり， 1伝統的Jな性役割観を持つ女子に

とって大学進学という選択をする上での鐙壁は，

自宅通学を困難にさせる物理的距離であるとい

える(lヘ逆に言えば， 1女性が[家庭的役割Jを

担う jという認識を持つ/持たないに関わらず，

自宅から通学可能な閣内に大学があれば4年制
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大学進学希望を持ち得ーるということである 0

4.5.本節の小括

本節では，性役割観の違いが4年制大学進学

希望に及ぼす検討を行った結果， i伝統的J群で

は自宅通学が相対的に重視されることが明らか

になった。その上で 自宅通学の可/不可を規定

する要国である物理的距離を統制した上での，

性役割観の遠いが4年制大学進学希望に及ぼす

影響は，物理的距離が大きい場合において顕著

であることが示された。この結果は，自宅通学

可能な大学が近くにある地域では，女性が「家

庭的役割j を担うという認識を持つ/持たない

が， 4年制大学進学という進路選択をする/しな

いと関係がないことを示している。逆に，大学

が遠くにある地域に居住する「伝統的jな性役

割観を持つ女子は，自宅通学が重視することと

自宅通学が可能な大学がないことの葛藤が生じ

るため， 4年制大学進学という進路選択が取り

づらくなるといえる。

5. まとめと考察

5.1.結果のまとめと考察

本稿では，特定の性役割観を持つ女子にとっ

て自宅通学の可/不可が4年制大学進学希望に影

響を及ぼすという仮説を検討してきた。この結

果，自宅通学を重視する「伝統的」な性役割観

(女性は f家庭的役割J男性は「職業的役割」

を担っているという認識)を持つ者にとっては，

自宅通学を国難にする大学まで物理的距離の大

きさが， 4年制大学進学という進路希望をする

上での障壁となるというやや凡庸な結論を得た。

しかしながら本稿の意義は 大学との物理的距

離が小さい地域では 進学校という留保がつく

ものの性役割観の違いじよって 4年制大学進学

希望の割合に差が晃られなかったことにもある。

つまり，物理;的距離の問題がない場合において

は， r伝統的Jな性役割観を持つ女子であっても

4年制大学進学希望を持つことが明らかになっ

た。この結果ほp 進学校におけるという留保は

ありつつも， .il主役割観の違いによる影響を顕在

化させる要閣のーっとして 物理的距離の問題

があることを裏付けている。

この背景には，次の二つの説明が考えられる。

一つは，進学校に通う生徒という留保はあるも

のの，性役割観に関わらず大卒学涯が重視され

るため，物理的距離という障壁が解消されれば

4年制大学を希望するという考えである。もう

一つはy 性役割観による 4年制大学進学希望に

及ぼす影響は基本Ij9にはあるが，物理的距離の

障壁の解消に加えて 大学との距離の近さが大

学との接触機会を増やし進学アスピレーション

をもたらすために 性役割観による影響が見え

なくなるという考えである。

これらの考察は，先行研究(尾l嶋2002;片瀬

2005)が示唆してきた進路選択原理の共通化の

流れに逆らうものではない。つまり，本稿で扱

った進学校では，性役割観によらず[進学する

ことjが重視されていることからも，基礎部分

での価値観は男女間において共通化してきてい

るようである。その一方で，特定の条件下では，

性役割観の進路希望に及ぼす影響が顕在化する。

その一例として本稿では自宅から大学までの物

理的距離が大きい場合において，性役割観の影

響が顕在化することを示した。

さらにこの結果は全国的，長期的に見ても符

合するものである。つまり，長期的に見て，女

子の 4年制大学進学率の上昇は自宅通学が可能

な選択肢が増えたことによる側面があるという

ことである。 1990年の大学数は507校であった

ことから大学の選択肢も柑対的に少なかったが，

1991年の大学設置基準の大綱化に伴い， 2015年

には779校となり，特に 3大都市!習を中心とす

る地域では私立大学の増加が顕著で，自宅通学

が可能な大学の選択肢が増加した。このような

地域では，当然，学業ランクの選択肢も増える

ことになるので結果的に，学業成績によって大

学進学しないという選択を取ることも少なくな

る。結果として 3大都市圏を中心とする大学が

増えた地域では，女子にとって自宅通学の可能

性のある大学の選択肢が増えたため， 4年制大

学進学に伴う障壁が減少し，女子の 4年制大学

進学率が上昇した側面があるといえる。これに

対してp 大学数が増加しなかった一部の地域で

はF 現在でも自宅通学が可能な大学の選択肢が
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少なく，加えて学力ランクの多様性もないので，

結果的に自分のレベルに合った自宅から通える

大学がないということが大学進学を希望する上

での障壁となるということである

以上の結果は，ジェンダー・トラックの諸条

件を精級イとしたことになる。つまり，性役割観

の違いが大学進学意識に及ぼす影響は，大学と

の物理的距離が大きい場合に顕著であり，逆に

小さい場合においては相対的に小さいというこ

とである。

また，本稿から得られた結果は，住む場所の

違いによって進学機会が異なる一例と考えざる

を得ないだろう。ただ，本稿で、扱った性役割観

という要!還は一例にすぎず，大学が少ない地方

圏からの大学進学の場合においては，自宅外通

学が障壁となり得る。例えば，小林 (2008)が

指摘したように，所得階層の違いによって私立

大学進学率が異なることを踏まえると，大学数

の増加によって拡大した大学教育機会にアクセ

スできるのは，地方閣においては自宅外通学を

撞壁としない高所得者といった社会階層である

といえる。

以上を踏まえると，大学設置基準の大綱化は，

全体としての大学進学率の上昇をもたらしたも

のの，大学が少ない地方閣において，階層間の

大学教育機会の格差を増大したと推察される。

これを教育機会の平等という観点で考えれば，

物理的距離が進学機会の瞳壁になっていること

に対する保障は4食言すしていく必要があるだろう。

5.2. 今後の課題

本稿のインプリケーションの意義を高めるた

めにも，得られた知見をもとに今後の課題を 2

点示しておきたい。

1点屈は物理的距離が何を媒介して進路選択

に影響を及ぼすのかについて，吏なる検討の余

地があるということである。本稿では，女子に

ついて性役割観に着自し分析を行い，自宅通

学の可/不可を焦点化し，媒介要因として機能す

ることを示した。しかしながら，本調査データ

を用いた男子に対する分析では，中学校段簡の

4年制大学進学希望が近群で66.9%，遠群で

53.9%となっており 男子においても物理的距

離が中学校段階における 4年制大学進学希望に

影響することが確認されているω。

例えば，朴津 (2016) の主観的収益率の論を

借りれば自宅通学に関わる間接的コストが上乗

せされる分，女子に対する進学投資という面で

考えれば，採算が合わないという風に考えるこ

ともできる。今後は物理的距離が媒介される要

因について詳細に検討-していく必要がある。

2点目は選択肢の多様性と教育機会について

である。本稿では，特定の性役割観を持つ女子

にとっては，自宅通学園という条件の下で選択

肢が狭まった結果，学力ランクなどのその他の

条件においても自らに適した選択肢が得られず

大学進学が断念される可能性を示した。つまり，

大学進学/非大学進学の選択の先に，大学選択が

あるのではなく，大学選択の選択肢の少なさが

大学進学を断念せざる得ない状況を生み出して

いる可能性があるということである。このよう

に選択放の多様性が進路選択に及ぼす影響につ

いては，詳細に検討する必要がある。

〉王

( 1 )日本の大学数は， 1990年に507校(国立96

校・公立39校・私立372i交)， 2015年に779~交(国

立86校・公立89校・私立604校)であり，この間

の大学数の増加は主に私立大学の増加によるも

のである。

( 2 )本稿では対日歳入口の 4年制大学進学卒(当

該地域の進学者数/当該地域の 3年前の中学校卒

業者数)を用いて示している。当該地域の進学

者数には「学校基本調査jの「出身高校所在地

別進学者数jを用いているため，厳密には，過

年度入学生の数や高校進学11寺の当該地域への流

入・流出を考癒しなければならないが，これら

の流入・流出は等しいと仮定して分析を進める。

( 3 )有海は佐々木 (2006)の収容率の分析をもと

に東京・京都，あるいはその燐接地域を中央都

市部としている。

(4 )本稿では，一貫して「収容率Jという詩句を

用いているが， 佐々木 (2006) の本文中では

「収容力Jという言葉を以下のように定義して用

いている。これは，三上(1979)の収答率の定
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義と等しい。

大学収容力=大学の所在地県別大学入学者数

÷入学県の 3年前中学校卒業者数

( 5) ここでは，地域は地方と i可義ではない。本稿

では個別の場所に依存した地域性で、はなく，大

学との物理的距離が大きいという地域性を検討

することを主眼としている。

( 6 )ただし，当該都道府県において大学の所;在地

が等分布しているわけではないことを踏まえる

と面積による単純な補正には限界がある。

( 7) 2015年の和歌山県の大学進学率の男/女比は

1.20と全国で14番目であり，単位面積あたりの

大学数は全国で 7番目に少ない。

( 8 )都道府県によって対象校数が異なることか

ら，統一して分析を行う事は困難であると判断

した。本稿では，和歌山県のデータを分析した

結果を示すが，他県のデータに関しでも分析を

行いほほ同様の傾向を確認している。

( 9 )中西(1998) は，女性の伝統的性役割観を

「妻役割・母役割の優先，性別役割分業観の肯

定J，非伝統的性役割観(本稿では「フリーJに

相当する)を「職業役割の優先y 性別役割分業

観の否定jと定義している。

(10) 臼本学生支援機構「平成26年度学生生活調

査jの結果より，全国の自宅通学生の通学時間

を算出した。

(11)ただし，高 3以外については「当時どう考え

ていたかJという囲想法による回答であること

には留意したい。

(12) ここでは 4年制大学進学希望者に問うた結果

を示しているが，全回答者ιに対しての質問項目

である「進学することを大切に思っているかJ

についても性役割観の違いによる差は見られな

かった。

(13) rフリーJ群で大学院の設置が相対的に重視

されていることを踏まえるとかつての高卒/大卒

という学歴の選択が大卒/院卒の選択に転換Lた

ため，基本的には大学進学が重視さjぐしている可

能性も考えられる。

(14.)実際に通う大学と身近にある大学は異なるか

もしれないが，自宅から通学できる大学がある

かどうかという問題が進学「希望」に関連する

ことを想定している。

(15) I自宅から通えるjことを重視することにつ

いての各群の該当度(平均値)は近群・フリー

(2.54) ，近群・伝統的 (2.81)，逮群・フリー

(2.03) ，遠群・伝統的(1.97)であり遠群の方が，

該当度が低かった。しかしながらこの結果は遠

群において自宅通学が重視されていないことを

示しているものではない。そもそも自宅通学可

能とは考えないために自宅から通えることを選

択基準として重視していないと考える方が妥当

である D

(16)男子の 4年制大学進学希望の割合は高 3段階

の近群で89.8%，遠群で90.2%であり，中学校段

階までは大学との物理的距離の影響があるもの

の，高校段階ではその影響が見られなくなる。
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Perspective of Female High School Student's Gender Role 

and Consciousness of Entering University/College: 

Focusing on Going to University/College from Home 

Seisuke TSUDA 

The aim of this paper is to demonsむ-atebarriers unique to schoolgirls entering university/college by analyzing 

schoolgirIs' consciousness of university化ollegewho have clear perspectives 0ロgender岬 role，and to re品neknowledge 

about the relationship between gender and course choice. In this research， two sets of da怯 wereanalyzed in relation 

to entering univer匂ty/col1egeconsciousness. The first set of data was col1ected企oma“schoolbasic survey" which 

consists of information about出enumber of el11・olled]apanese students. The other set of data was collected fTOm a 

survey in a questionnaire format of 608 schoolgirls who were attending a preparatory school for higher education 

and live in an area where there are few universities/colleges 

The results of this paper aJ・eas follows. Initially， for females fTOm the period of 1975一2015，the increase in the 

number of students entering university/col1ege correlates with the increased number of universities/colleges 

increasing the percentage of university/college emollments in relation to the 18 year old population in the area. 

Second， whether schoolgirls臼 ngo to a university/college from home who have a clear perspective on gender role 

that females are charged with the task of a“domestic role" is an important matter to discuss in entering a 

university/college. Third， in the area which they can go to a university/col1ege from home， differences between 

per司)ectiveson gender role do not impact the desire to go to a university/college. That is to sa弘inthe area which 

they凶 ngo to a university/college from home， irrespective of per・spectiveon gender・role，schoolgirls do have a 

desire to go to a university/college. 

Through these considerations， it was demonstr討edthat university education opportunities for schoolgirls 

who have clear perspectives on gender role depend on the places where they 1ive. 1n addition to the above results， 

this paper also pointed out one problem to be solved. 
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